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個 別 注 記 表 

 

記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

営業投資有価証券 

 市場価格のない株式等以外のもの 

 

 

 

市場価格のない株式等 

 

期末日の市場価格等に基づく時価法(評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定) 

 

移動平均法による原価法 

なお、投資事業有限責任組合及びリミテッ

ド・パートナーシップへの出資持分につい

ては、組合契約に規定される決算報告日に

おける最近の決算書を基礎とし、貸借対照

表については、持分相当額を純額で、損益

計算書については収益、費用の持分相当額

をそれぞれ売上、売上原価で取り込む方法

によっております。 

  

 

（２）固定資産の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産         定率法を採用しております。 

（リース資産を除く）      (ただし、建物(建物附属設備を除く)並びに平

成28年4月1日以降に取得した建物附属設備及び

構築物については定額法) 

なお、主な耐用年数は、以下のとおり 

であります。 

                   建物              8～20年 

                   工具器具備品       2～18年 
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 ② 無形固定資産           定額法を採用しております。 

（リース資産を除く）            なお、主な耐用年数は、以下のとおり 

であります。 

商標権          10年 

自社利用のソフトウェア  5年 

 

 ③ リース資産            所有権移転外ファイナンス・リース取引 

に係るリース資産 

                   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法を採用しております。 

 

 

（３）引当金の計上基準 

    賞与引当金                      従業員に対して支給する賞与の支出に充 

                   てるため、支給対象期間に対応する支給 

                   見込額を計上しております。 

 

退職給付引当金         従業員の退職給付に備えるため、当事業 

年度末における期末自己都合要支給額に 

基づき計上しております。 

 

 

（４）収益及び費用の計上基準 

売上高には、営業投資有価証券の売却高、受取配当金、投資事業組合等売上高等を

計上し、売上原価には、売却した営業投資有価証券の帳簿価額、投資事業組合等売

上原価、強制評価減、投資損失引当金繰入等を計上することとしております。 

 

（５）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

   消費税等の会計処理       消費税及び地方消費税の会計処理は税抜 

方式によっております。 

 

２．貸借対照表に関する注記 

  

（１）投資事業有限責任組合及びリミテッド・パートナーシップ 

営業投資有価証券のうち、投資事業有限責任組合及びリミテッド・パートナーシップ

への出資については、組合財産に対する持分相当額を計上しております。 
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３．損益計算書に関する注記 

該当事項はありません。 

 

４．株主資本等変動計算書に関する注記 

当該事業年度末における発行済株式の総数   普通株式 2,866,000 株 

 

５．税効果会計に関する注記   

 （１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳  

  繰延税金資産   

   繰越欠損金（注） 8,503,830 千円 
   営業投資有価証券等 194,216 千円 
   減価償却費 23,694 千円 
   未払事業税 101,396 千円 
   繰延消費税 5,418 千円 
   賞与引当金 28,053 千円 
   退職給付引当金 47,116 千円 
   未払社会保険料 4,639 千円 
   敷金（資産除去債務） 10,253 千円 
   その他有価証券評価差額金 233,948 千円 
   減損損失等 3,450,680 千円 

   投資事業有限責任組合 33,001 千円 

   営業貸付金 10,326 千円 
   その他 9,854 千円 
    繰延税金資産小計 12,656,429 千円 
   税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額（注） △ 8,503,830 千円 
   将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △ 4,152,594 千円 
    評価性引当額小計 △ 12,656,429 千円 
    繰延税金資産合計 - 千円 
       

       

  繰延税金負債   

   その他有価証券評価差額金 1,291,756 千円 
    繰延税金負債小計 1,291,756 千円 
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（注）税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期別の金額 

(単位：千円) 

  1 年以内 
1 年超 2

年以内 

2 年超 3 年

以内 

3 年超 4 年

以内 

4 年超 5 年以

内 
5 年超 合計 

税務上

の繰越

欠損金 

648,467 233,095 1,044,875 1,546,132 1,493,846 3,537,413 8,503,830 

評価性

引当額 
▲648,467 ▲233,095 ▲1,044,875 ▲1,546,132 ▲ 1,493,846 ▲ 3,537,413 ▲ 8,503,830 

繰延税

金資産 
            0 

*税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた金額である。 

 

（２）法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

「所得税法等の一部を改正する法律(令和 7 年法律第 13 号)」が 2025 年 3 月 31 日に

公布され、2026 年 4 月 1 日以後に開始する事業年度から新たに防衛特別法人税が創設

されることとなりました。 

これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、 

2026 年 4月 1日に開始する事業年度以後に解消が見込まれる一時差異等については従来の

30.62%から 31.52%になります。 

この税率変更により、繰延税金負債の金額は 36,883 千円増加しております。 

 

６．会計上の見積りに関する注記 
 

「営業投資有価証券等の評価」 

 
会計上の見積りにより当年度の計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度の

計算書類に重要な影響を及ぼす可能性のあるものは以下の通りです。 

 
（１）当事業年度の財務諸表に計上した金額 

 

勘定科目 当事業年度 

営業投資有価証券 62,628,312 千円 

合計 62,628,312 千円 
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（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積もりの内容に関する情報 

 
当社が保有する市場価格のない営業投資有価証券及び関係会社出資金の評価基準は原価

法を採用しています。これらは事業者の減損リスクにさらされておりますが、当該リス

クについては、事業者の状況を定期的にモニタリングし、社内で定めた基準に基づき減

損損失を計上しております。具体的には、営業投資有価証券については、期末における

一株あたり純資産額が取得価額に比べて著しく低下した場合であって、その回復可能性

が十分な証拠によって裏付けられる場合を除き、減損損失を認識しております。 

減損の検討にあたっては、常に投融資先と緊密な連絡を取り、定期的に財務情報等を入

手し、モニタリング等を行うことにより実施しています。 

 
７．金融商品に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項 

①金融商品に対する取組方針 

当社は、株式会社海外需要開拓支援機構法に定められた支援基準に基づき、投資

活動を行っております。投資活動を行うための資金需要については、必要な資金を

自己資本や銀行借入による間接金融などによって調達することとしております。 

資金運用については、資金の流動性及び安全性を確保するため、短期的な預金や

有価証券に限定し運用を行っております。 

 

②金融商品の内容及びそのリスク 

当社が保有する営業投資有価証券は投資先企業の株式等であり、投資先企業の信

用リスク及び市場価格の変動リスクに晒されているほか、非上場株式等については

流動性が乏しく、外貨建の営業投資有価証券及び営業貸付金については為替リスク

に晒されております。営業貸付金については貸付先の信用リスクに晒されています。 

 

③金融商品に係るリスク管理体制 

イ. 投資先企業の信用リスクの管理 

投資先企業の経営状況を随時かつ定期的にモニタリングし、財務状況の悪化、

事業計画の遅延等の早期把握に努めております。 

ロ. 市場リスクの管理 

営業投資有価証券のうち、上場企業については、継続的に時価や発行体の経営

状況等を把握しております。 

ハ. 資金調達に関する流動性リスクの管理 

当社は、入出金の情報を確認し、定期的に資金繰表を作成することによって流

動性リスクを管理しております。 

ニ. 外貨建の営業投資有価証券、関係会社出資金及び営業貸付金の為替リスクの管

理 

外貨建の営業投資有価証券、関係会社出資金及び営業貸付金については、継続



6 
 

的に為替変動のモニタリングを行っております。 

 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

令和7年3月31日現在における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりとなっております。なお、市場価格のない株式等（貸借対照表計上額 

50,092,715 千円）は、「営業投資有価証券」には含めておりません。 また、現金は注

記を省略しており、預金、一年以内に期限を迎える未収入金、未払金、未払法人税等

は短期間で決済されるため時価が帳簿価額 に近似することから、注記を省略しており

ます。貸借対照表に持分相当額を純額で計上する組合等への出資は、「時価の算定に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 31 号 2021 年 6 月 17 日）第

24-16 項に定める取り扱いに基づき、時価開示の対象とはしておりません。当事業年度

末に係る当該出資の貸借対照表計上額の合計は 9,701,036 千円であります。 

（単位：千円） 

 

(注 2)時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、

以下の 3 つの レベルに分類しております。  
・レベル 1 の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格

により算定した時価  
・レベル 2 の時価：レベル 1 のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なイン

プットを用いて算定した時価  
・レベル 3 の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価  

 
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらの

インプットが それぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低い

レベルに時価を分類しております。  

 
営業投資有価証券のうち上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は

活発な市場で取引されているため、その時価をレベル 1 の時価に分類しております。

営業貸付金の時価については、元利金の合計額を同様の新規貸付を行った場合に想定

される利率で割り引いており、レベル 2 の時価に分類しております。 
 

 

 

 

区  分 貸借対照表計上額(*) 時  価(*) 差  額 

(1) 営業投資有価証券 

(2) 営業貸付金 

(3) 未収入金 

2,834,560 

10,546,085 

600,139 

2,836,961 

10,353,156 

603,716 

    2,400 

△192,929 

   3,577 
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（注 3）金銭債権及び満期のある有価証券の償還予定額は次のとおりであります。 

                                                               （単位：千円） 

区  分 １年以内 １年超５年以内 ５年超 

現金及び預金 

営業投資有価証券 

営業貸付金 

未収入金 

34,231,603 

－ 

1,938,362 

30,044 

－ 

865,778 

699,637 

603,716 

－ 

－ 

7,908,085 

－ 

 

８．関連当事者との取引に関する注記 

１）親会社及び法人主要株主等 

属性 会社等 

の名称 

議決権等の 

被所有割合 

関連当事者

との関係 

取引の内容 取引金額 

（千円） 

科目 期末残高

（千円） 

主要株主 財務大臣 被所有 

直接 92.53% 

出資金 

の受入 

出資金の受入

（注） 

9,000,000 － － 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）出資金として、１株につき 50 千円の払込みを受けたものであります。 

 

９．１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額 37,576 円 04 銭 

１株当たり当期純利益 542 円 69 銭 

 

１０．重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

 




